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総務費
◎ＬＥＤ防犯灯設置事業・・・・・2,290万３千円
◎津波避難路整備事業・・・・・・2,704万５千円
◎地籍調査事業・・・・・・・３億5,976万９千円

民生費
◎障害福祉事業・・・・・・・・24億 5,116 万 2千円

◎保育所運営事業・・・・・ ・・10億8,495万４千円

◎生活保護費給付事業・・・・・14億4,427万１千円

衛生費
◎公立紀南病院組合負担金・・・12億2,918万３千円

◎妊婦健康診査事業・・・・・・・・・4,941万２千円

◎電気自動車充電設備整備事業・・・・・・・906万円

農林水産業費
◎農業振興事業・・・・・・・・・４億6,313万９千円

◎林道新設改良事業・・・・・・・４億2,260万１千円

◎漁業振興事業・・・・・・・・・・・1,474万９千円

商工費
◎中小企業災害復旧関係貸付利子補給補助金…448万２千円

◎観光復興事業・・・・・・・・・・・2,709万 6千円

◎駅前ビジターセンター建設事業・ ・・7,547万３千円

土木費
◎道路新設改良事業・・・・・・・５億4,950万７千円

◎駅前広場整備事業・・・・・・・・１億808万２千円

◎三四六総合運動公園整備事業・・・７億7,616万５千円

消防費
◎消防庁舎建設事業・・・・・・・１億4,568万８千円

◎消防水利整備事業・・・・・・・・・1,987万６千円

◎消防団設備整備事業・・・・・・・・2,553万３千円

教育費
◎小中学校施設耐震改修事業・・・・・１億6,499万円

◎小学校施設建築事業・・・・・・５億3,751万５千円

◎学校給食運営事業・・・・・・4億9,739万 4千円

主な事業
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　平成24年度の一般会計は、歳入総額が477億 6,916万円6千円、歳出総額が458億 8,546万 9千円

となりました。実質収支額（歳入歳出差引額から、翌年度に繰り越した事業に必要な財源を除いた額）は、15

億3,085万の黒字となっています。

一般会計

【
財
政
用
語
の
解
説
】

■
自
主
財
源
…
市
町
村
が
自
主
的
に

収
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
お
金

■
依
存
財
源
…
国
や
県
か
ら
交
付
又

は
割
り
当
て
ら
れ
る
お
金
な
ど

■
市
税
…
住
民
の
福
祉
向
上
の
た
め

に
行
う
事
業
経
費
を
賄
う
た
め
、
皆

さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
く
税
金

■
分
担
金
及
び
負
担
金
…
保
育
所
や

老
人
ホ
ー
ム
等
を
利
用
す
る
方
に
負

担
し
て
も
ら
う
お
金

■
繰
入
金
…
会
計
間
相
互
の
資
金
運

用
や
基
金
を
取
り
崩
し
た
お
金

■
地
方
交
付
税
…
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

保
障
す
る
た
め
に
、
所
得
税
・
消
費

税
な
ど
の
国
税
か
ら
一
定
割
合
で
市

町
村
に
交
付
さ
れ
る
お
金

■
市
債
…
学
校
建
築
な
ど
一
時
的
に

た
く
さ
ん
の
お
金
が
必
要
な
事
業
を

実
施
す
る
と
き
に
借
入
れ
す
る
お
金

■
国
庫
支
出
金
・
県
支
出
金
…
学
校

建
築
、
児
童
手
当
な
ど
に
対
し
て
一

定
の
率
で
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
る

お
金

　　自主財源 (33.8％ )　　　依存財源 (66.2％ )

分担金及び負担金等
10億 8,787 万 4千円
(2.3%)

繰入金等
69億 2,435 万 9千円
(14.5%)市債

42億 3,580 万円
(8.9%)

県支出金
29億 6,976 万 5千円
(6.2%) 市税市税

81億 1,404 万 3千円81億 1,404 万 3千円
(17.0%)(17.0%)

市税
81億 1,404 万 3千円
(17.0%)

地方譲与税等
13億 188 万 4千円
 　　　　　(2.7%)

歳出
458億8,546万9千円

歳入
477億6,916万6千円

農林水産業費 
18 億 4,801 万 3千円
(4.0%)

土木費 
35 億 3,450 万 5千円
(7.7%)

消防費 
16 億 9,594 万 6千円
(3.7%)

教育費 
34 億 6,931 万 7千円
(7.6%)

災害復旧費
37億 8,805 万円
(8.2%)

公債費
61億 5,430 万 8千円
(13.4%)

その他 (議会費・商工費等 )
45億 6,761 万 7千円
(10.0%)

国庫支出金国庫支出金
70億 1,939 万 4千円70億 1,939 万 4千円
(14.7%)(14.7%)

国庫支出金
70億 1,939 万 4千円
(14.7%)

総務費 総務費 
78 億 9,314 万 1千円78億 9,314 万 1千円
(17.2%)(17.2%)

総務費 
78 億 9,314 万 1千円
(17.2%)

民生費 民生費 
88 億 4,423 万 5千円88億 4,423 万 5千円
(19.3%)(19.3%)

民生費 
88 億 4,423 万 5千円
(19.3%)

衛生費衛生費
40億 9,033 万 7千円40億 9,033 万 7千円
(8.9%)(8.9%)

衛生費
40億 9,033 万 7千円
(8.9%)

地方交付税地方交付税
161億 1,604 万 7千円161 億 1,604 万 7千円
(33.7%)(33.7%)

地方交付税
161億 1,604 万 7千円
(33.7%)
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　特別会計は、一般会計とは別に、特定の目的のために設けられた会計で、それぞれの目的以外にお金を使う

ことはありません。実質収支額の不足が生じた特別会計においては、翌年度の歳入を繰り上げて当該年度の歳

入に充用します。

区分 歳入 (Ａ ) 歳出 (Ｂ ) 比較 (Ａ )-( Ｂ )

国民健康保険事業

( 事業勘定 ) 110 億 1,843 万 4 千円 108 億 6,914 万 2 千円 1億 4,929 万 2 千円

(直営診療施設勘定) 2,682 万 9 千円 2,614 万 1 千円 68 万 8 千円

小計 110 億 4,526 万 3 千円 108 億 9,528 万 3 千円 1億 4,998 万円

後期高齢者医療 16 億 6,880 万 9 千円 16 億 6,452 万 1 千円 428 万 8 千円

介護保険 81 億 7,985 万 8 千円 81 億 48 万 4 千円 7,937 万 4 千円

分譲宅地造成事業 5,333 万円 13 万円 5,320 万円

交通災害共済事業 1億 249 万 8 千円 1億 249 万 8 千円 0円

同和対策住宅資金等貸付事業 2,343 万 5 千円 5億 2,831 万 5 千円 △ 5億 488 万円

簡易水道事業 6億 1,624 万 4 千円 6億 331 万 5 千円 1,292 万 9 千円

農業集落排水事業 3億 6,583 万 1 千円 3億 5,425 万 7 千円 1,157 万 4 千円

林業集落排水事業 1,638 万 5 千円 1,581 万 7 千円 56 万 8 千円

漁業集落排水事業 5,121 万 9 千円 5,038 万 6 千円 83 万 3 千円

特定環境保全公共下水道事業 7,291 万 9 千円 7,218 万 2 千円 73 万 7 千円

戸別排水処理事業 502 万 7 千円 442 万 6 千円 60 万 1 千円

診療所事業 3億 7,293 万円 3億 7,015 万 9 千円 277 万 1 千円

駐車場事業 4,655 万 5 千円 4億 2,428 万 3 千円 △ 3億 7,772 万 8 千円

木材加工事業 1億 1,073 万 9 千円 1億 5,228 万 2 千円 △ 4,154 万 3 千円

四村川財産区 3,247 万 5 千円 2,033 万 4 千円 1,214 万 1 千円

※比較 (A)－(B) の額は、翌年度に繰越すべき財源を含む項目があるため、実質収支額と一致しない場合があります。

特別会計

■
総
務
費
…
全
般
的
な
管
理
事
務
、

広
報
文
書
、
財
産
管
理
、
行
政
局
・

連
絡
所
、
徴
税
、
戸
籍
事
務
、
選
挙
、

統
計
な
ど
の
費
用

■
民
生
費
…
高
齢
者
・
児
童
・
体
の

不
自
由
な
方
な
ど
の
福
祉
向
上
の
た

め
の
費
用

■
衛
生
費
…
健
康
診
断
実
施
な
ど
の

保
健
事
業
、
ご
み
・
し
尿
処
理
な
ど

の
環
境
衛
生
の
費
用

■
農
林
水
産
業
費
…
農
業
・
林
業
・

水
産
業
の
振
興
費
用

■
土
木
費
…
道
路
、
河
川
、
公
園
、

住
宅
な
ど
の
整
備
・
管
理
の
費
用

■
消
防
費
…
消
防
施
設
整
備
、消
火
・

救
急
業
務
の
費
用

■
教
育
費
…
小
・
中
学
校
、
幼
稚
園

の
整
備
・
運
営
、
社
会
教
育
・
体
育
、

文
化
財
保
護
な
ど
の
費
用

■
災
害
復
旧
費
…
災
害
で
被
害
を
受

け
た
施
設
等
を
復
旧
す
る
た
め
の
費
用

■
公
債
費
…
国
や
県
、
銀
行
な
ど
か

ら
借
り
た
元
金
・
利
子
の
返
済
に
要

す
る
費
用
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　健全化判断比率（４つの指標）には、「早期健全化基準」と「財政再生基準」が設けられています。「早期健全
化基準」を超えると、財政健全化計画を策定し、計画に従って自主的に改善に取り組まなくてはなりません。また、
「財政再生基準」を超えると、財政再生計画を策定し、国や県の関与を受けて財政の再建を行うことになります。
　平成24年度決算における財政状況は、全て早期健全化基準を下回っており、市の財政は健全だと判断されま
したが、厳しい財政状況が続く中、今後もより一層健全な運営に努めていきます。

　普通会計の実質収支額（歳入
歳出差引額から、翌年度に繰り
越した事業に必要な財源を除い
た額）が赤字になる場合、市税
や地方交付税のように毎年安定
的に見込むことができる歳入
「標準財政規模」に占める赤字
額の割合です。田辺市は赤字が
ないため、算定されません。

■実質赤字比率（０％）

　普通会計だけでなく、特別会
計や公営企業会計などを含めた
全ての会計を合算した決算額が
赤字になる場合、「標準財政規
模」に占める赤字額の割合です。
実質赤字比率で見抜くことがで
きない隠れ赤字も数値に表れま
す。田辺市は赤字がないため、
算定されません。

■連結実質赤字比率（０％）

　公債費（借入金の返済額）の
割合です。この比率が高いと、
使い道の特定されていない収入
の多くを借金の返済に充ててい
るため、他の事業に予算を回せ
なくなっており、財政が硬直化
していることを意味します。田
辺市の場合、昨年度より 2.1
ポイント改善しています。

■実質公債費比率（12.1％）

　将来負担すべき実質的な借金
返済額の割合です。契約等によっ
て将来負担しなければならない
ものも含まれます。この比率が
高いと、将来負担が大きいとい
うことになり、今後の財政運
営が圧迫されるおそれがありま
す。田辺市の場合、昨年度より
14.8ポイント改善しています。

■将来負担比率（50.6％）

　公営企業会計ごとの、資金不足額の事業規模に対する割合です。この比率が高いと、収入
だけで資金不足を解消するのが難しく、経営が深刻化しています。
　田辺市では、8事業全てに資金不足額はありません。（水道事業会計・簡易水道事業特別
会計・農業集落排水事業特別会計・林業集落排水事業特別会計・漁業集落排水事業特別会
計・特定環境保全公共下水道事業特別会計・戸別排水処理事業特別会計・分譲宅地造成事業
特別会計）

田辺市の財政
財政健全化判断比率

資金不足比率
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我
が
国
の
経
済
は
、円
高
水

準
の
是
正
に
よ
る
輸
出
の
持
ち

直
し
や
製
造
業
を
中
心
と
し
た

企
業
収
益
の
改
善
な
ど
、金
融

緩
和
や
国
の
経
済
対
策
の
効
果

な
ど
を
背
景
に
、回
復
に
向
け

た
動
き
が
見
ら
れ
ま
す
。一
方
、

国
の
財
政
状
況
は
悪
化
が
進
み
、

平
成
25
年
度
末
に
は
、国
と
地

方
を
合
わ
せ
た
長
期
債
務
残
高

は
9
7
7
兆
円
に
な
る
見
通

し
で
あ
り
、極
め
て
厳
し
い
状

況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

本
市
に
お
き
ま
し
て
も
、地

価
の
下
落
傾
向
か
ら
評
価
替
え

に
伴
う
固
定
資
産
税
の
減
等
に

よ
る
市
税
の
減
少
や
地
方
交
付

税
を
は
じ
め
と
す
る
依
存
財
源

に
頼
る
財
政
構
造
と
な
っ
て
い

る
こ
と
か
ら
国
の
方
針
な
ど
に

収
入
が
左
右
さ
れ
る
状
況
に
よ

り
、予
断
を
許
さ
な
い
財
政
状

況
に
あ
り
ま
す
。

　

平
成
24
年
度
の
主
な
財
政

指
標
は
、実
質
公
債
費
比
率
は

12
．1
％
と
前
年
度
に
引
き
続

き
改
善
し
た
も
の
の
、経
常
収

支
比
率
は
90
．2
％
と
前
年
度

と
比
べ
上
昇
し
、財
政
構
造
の

硬
直
化
が
進
ん
で
お
り
、引
き

続
き
財
務
体
質
の
健
全
化
を
推

進
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、税
収
の
伸
び
悩
み
や

社
会
保
障
関
係
経
費
の
増
加
な

ど
と
と
も
に
、地
震
や
津
波
、集

中
豪
雨
等
へ
の
防
災
対
策
の
強

化
を
始
め
、紀
の
国
わ
か
や
ま

国
体
に
向
け
た
対
応
、新
消
防

庁
舎
や
広
域
廃
棄
物
最
終
処
分

場
の
整
備
な
ど
、様
々
な
財
政

需
要
に
加
え
、平
成
28
年
度
以

降
に
お
け
る
普
通
交
付
税
の
合

併
算
定
替
の
段
階
的
縮
減
な
ど
、

財
源
の
大
幅
な
減
少
が
見
込
ま

れ
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
本
市
の
財
政
を

取
り
巻
く
情
勢
は
依
然
厳
し
い

こ
と
か
ら
、引
き
続
き
徹
底
し
た

行
財
政
改
革
に
努
め
、将
来
に

向
け
健
全
な
財
政
運
営
が
持
続

で
き
る
よ
う
、財
政
基
盤
の
強
化

に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

■
問
合
せ　

財
政
課 

財
政
係  

☎
０
７
３
９（
２
６
）９
９
１
８

財
政
を
取
り
巻
く
状
況
と
今
後
の
取
組

市債と基金

単位：千円

　特定目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の
資金を運用するために設ける財産です。

基金

名　　称 24年度末現在高 教育奨学基金 95,815

財政調整基金 3,372,164 市立美術館運営基金 94,477

減債基金 5,148,259 国民健康保険基金 1,906,364

南方熊楠翁顕彰基金 33,128 介護給付費準備基金 119,975

社会福祉基金 26,343 診療所事業基金 119,727

地域福祉基金 828,429 木材加工事業基金 53,863

ふるさと・水と土保全基金 50,000 四村川財産区基金 165,641

肉用雌牛貸付事業基金 9,462 土地開発基金 305,512

商工業振興基金 40,961 地域振興基金 3,120,080

共同作業場基金 334,761 地域基盤整備基金 744,771

まちづくり整備基金 34,258 観光振興基金 165,150

地域排水処理施設管理基金 195,342 ふれあいの森基金 6,404

市営住宅整備基金 206,579 熊野牛振興対策事業基金 2,343

教育振興基金 21,074 庁舎整備基金 200,000

合　　　計 17,400,882

　歳入の不足を補うとともに、世代間の
負担の公平性を保つために発行する債券
です。

市債

単位：千円

会　　計　　名 24年度末現在高

一般会計 52,386,972

診療所事業特別会計 63,795

同和対策住宅資金等貸付事業特別会計 86,221

簡易水道事業特別会計 3,021,014

農業集落排水事業特別会計 2,774,450

林業集落排水事業特別会計 55,232

漁業集落排水事業特別会計 749,929

特定環境保全公共下水道事業特別会計 239,320

戸別排水処理事業特別会計 23,400

駐車場事業特別会計 112,348

水道事業会計 396,882

合　　　計 59,909,563


